
   ○能代市最低制限価格制度の試行に係る実施要綱 

令和元年５月２３日 

告示第１１号    

（趣旨） 

第１条 この告示は、能代市が発注する建設工事（以下「工事」という。）について、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第２項（同令第１

６７条の１３において準用する場合を含む。）の規定に基づき、当該契約の内容に

適合した履行の確保を目的とした、最低制限価格制度を試行的に実施するに当たり、

必要な事項を定めるものとする。 

 （対象工事） 

第２条 最低制限価格制度の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、次に

掲げるものとする。 

（１） 予定価格が５００万円以上１，０００万円未満の競争入札に付する工事 

 （２） 能代市予定価格の事後公表の試行に係る実施要綱（令和元年能代市告示第

１０号）の規定に基づき、予定価格事後公表の試行対象となる工事 

２ 前項の規定にかかわらず、災害等の特別な理由により本要綱の適用対象とするこ

とが適当でないと認められる場合は、対象工事としない。 

 （最低制限価格の設定） 

第３条 対象工事について入札を行う場合は、工事ごとに最低制限価格を定めるもの

とする。 

２ 最低制限価格の算定は、能代市建設工事入札制度実施要綱（平成１８年能代市告

示第１２号）第５６条の規定による低入札価格調査制度の調査基準価格の例による。 

（入札参加者への周知） 

第４条 契約担当者は、最低制限価格制度の円滑な運用を図るため、入札参加者に対

して、入札公告等において、次のことを告知するものとする。 

 （１） 最低制限価格制度の対象工事であること。 

 （２） 最低制限価格に満たない価格で入札した者は、失格となること。 

 （３） その他必要な事項 

（落札者の決定） 

第５条 対象工事の入札においては、最低制限価格に満たない価格をもって入札した

者については失格とし、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格

をもって入札した者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 （不調時の措置） 

第６条 入札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をも

って入札した者がいないときは、再入札の手続きを行うものとする。この場合にお



いて、不調となった入札に参加した者を当該再入札に参加させることはできないも

のとする。 

 （その他） 

第７条 この告示に定めるもののほか、最低制限価格制度の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和元年６月１日から施行し、令和元・２年度の定期の資格審査によ

り格付業者を建設業者等級格付名簿へ登載した日以後に公告又は公募する工事から適

用する。 


